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日本国防衛省とニュージーランド国防省との間の 

太平洋島嶼国地域における海洋安全保障、人道支援・災害救援及び気候変動における防衛協力

に関する意図表明文書 
 

１．   浜田靖一日本国防衛大臣とアンドリュー・リトル・ニュージーランド国防大臣は、

２０２３年６月４日、シンガポールにおいて会合した。両大臣は、自由、民主主義、

法の支配及び人権といった共通の価値及び平和と安全保障、人道支援・災害救援及

び気候変動による影響といった国防上の共通の関心事項への力強いコミットメン

トを基礎とする二国間の防衛協力を支える日本とニュージーランドの友情とパー

トナーシップの緊密な絆を改めて確認した。両大臣は、自由で開かれたインド太平

洋の原則の維持・推進及び平和な、安定し、繁栄する、かつ強靭な太平洋に対する

コミットメントを再確認した。 

 

２．   両大臣は、日本国外務大臣とニュージーランド外務大臣との間の太平洋島嶼国地

域における協力に関する共同宣言に沿って、また、第９回太平洋・島サミット（Ｐ

ＡＬＭ９）首脳宣言及び「太平洋のキズナの強化と相互繁栄のための共同行動計画」、

及び両国の防衛関係の前向きで協力的な性質に留意し、太平洋島諸国や地域機関と

の緊密なパートナーシップの下で取り組み、太平洋地域における防衛活動における

協調や協力を更に強化することに対するコミットメントを再確認した。 

 

３．   太平洋地域のための長期的ビジョンとして、太平洋諸島フォーラムのリーダーに

よって昨今採択された「ブルーパシフィック大陸のための２０５０年戦略」は、太

平洋の優先事項を支持するために協働し、平和な、安定し、繁栄する、かつ強靭な

地域を保証するための指針として役立てられる。 

 

４．   両大臣は、日本とニュージーランドの将来の安全保障及び繁栄が、太平洋の安全

保障及び繁栄と密接に関連づけられることを認識し、より広範なインド太平洋地域

にとっての太平洋島嶼国地域の重要性を確認した。この意図表明文書は、太平洋島

嶼国地域における安全保障及び防衛協力のための、パートナーシップの目的、協力

の優先分野、協議プロセスを示すものである。 

 

目的 

５．   両大臣は、平和な、安定し、繁栄する、かつ強靭な太平洋地域の維持及び推進の

ため、次の目的を再確認した。 

  ２０１８年の「地域安全保障に関するボエ宣言」及び「ブルーパシフィック

大陸のための２０５０年戦略」に沿って、この地域における拡張した安全保障

の概念の重要性を認識し、海洋安全保障を含む地域の安定及び安全保障を強化

すること 
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  気候変動を太平洋地域の人々の暮らし、安全保障及び幸福に対する唯一かつ

最大の脅威と再確認した「地域安全保障に関するボエ宣言」に留意し、気候変

動の影響に対する太平洋島諸国の強靭性を強化すること 

  女性・平和・安全保障、及び人道支援・災害救援オペレーションに関する強

靭性の向上及び知見の共有といった太平洋地域にとって重要な課題に関し、太

平洋地域のパートナーと緊密なパートナーシップの下で取り組む能力を強化す

ること 

  人的交流を通じ、太平洋、日本及びニュージーランドの文化及び優先事項の

相互理解を深めること 

 

協力の優先分野 

６．   両大臣は、太平洋の優先事項及び「ブルーパシフィック大陸のための２０５０年

戦略」を支持するため、防衛協力を実施する上で次の分野における協働を優先させ

ることを確認した。 

 海洋安全保障：海洋領域での活動に対する監視及び対処に関する太平洋島諸

国支援等 

 人道支援及び災害救援：太平洋コミュニティーの強靭性の構築や人道支援及

び災害救援オペレーションから得られる知見の共有等 

 気候変動：防災、気候変動への対応能力を相互に向上させるための太平洋地域

の我々のパートナーとの能力構築活動及び政策支援等 

 

協議 

７．   両大臣は、情報共有や調整された形での関与を可能とする防衛当局間での定期的

な協議を通じて、太平洋島諸国地域におけるそれぞれの防衛関与、政策過程及び防

衛支援プログラムに係る協調や協力の強化を追求することを確認した。これには次

が含まれる。 

 定期的な閣僚級協議 

 年に一度の高級実務者間の政策協議（防衛当局間協議）及び定期的な幕僚協議 

 日本とニュージーランドの防衛当局が出席する多国間フォーラムにおける又

はそのマージンでの高級実務専門家間の定期的な会合 

 太平洋地域並びに東京及びウェリントンにおける大使館・高等弁務官事務所で

の日本とニュージーランドの防衛当局の代表及び政策担当官による連携 

 

８．   この意図表明文書及び提案された協力の優先分野は、防衛当局間協議において毎

年レビューが行われる。 
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２０２３年６月４日、等しく価値を有する日本語及び英語による本書二通に署名した。 

 

日本国防衛省のために 

 

 

 

 

 

___________________________ 

浜田 靖一 

日本国防衛大臣 

ニュージーランド国防省及びニュージーランド

国防軍のために 

 

 

 

 

___________________________ 

アンドリュー・リトル 

ニュージーランド国防大臣 

 

 

 


